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そ  の  他 



○ 生活保護制度の目的 

支給される保護費 

・ケースワーカーの月１回の家庭訪問等による就労指導 

・福祉事務所とハローワークの連携強化 

・福祉事務所への就労支援員の増配置 

 ○ 最低生活の保障 
  ⇒ 資産、能力等すべてを活用してもなお生活に困窮する者に対し、困窮の程度に応じた保護を実施   

 ○ 自立の助長 

① 資産、能力等あらゆるものを活用することが保護の前提。また、扶養義務者による扶養などは、保護に
優先される。 

  ・不動産、自動車、預貯金等の資産 

  ・稼働能力の活用 

  ・年金、手当等の社会保障給付  

  ・扶養義務者からの扶養     等 

② 支給される保護費の額 

  ・厚生労働大臣が定める基準で計算される最低生活費から収入を差し引いた差額を保護費として支給 

◇保護の開始時に調査 

 （預貯金、年金、手当等の受給の有無や可否、傷病の状況等
を踏まえた就労の可否、扶養義務者の状況及び扶養能力等） 

◇保護適用後にも届出を義務付け 

最  低  生  活  費 

年金・児童扶養手当等の収入 

 収入としては、就労による収入、年金等社会保障の給付、親族による援
助等を認定。 

 預貯金、保険の払戻し金、不動産等の資産の売却収入等も認定するた
め、これらを消費した後に保護適用となる。 

最低生活の保障 

自立の助長 
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 生活保護制度の概要 



 被保護世帯数、被保護人員、保護率の年次推移 
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資料：福祉行政報告例より保護課にて作成                           

平成23年10月（速報値） 
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世帯類型の定義 
高齢者世帯：男女とも65歳以上(平成17年３月以前は、男65歳以上、女60歳以上）の者のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の者が加わった世帯 
母子世帯 ：死別、離別、生死不明及び未婚等により、現に配偶者がいない65歳未満 
       （平成17年３月以前は、18歳以上60歳未満）の女子と18歳未満のその子（養子を含む。）のみで構成されている世帯 
障害者世帯：世帯主が障害者加算を受けているか、障害・知的障害等の心身上の障害のため働けない者である世帯 
傷病者世帯：世帯主が入院（介護老人保健施設入所を含む。）しているか、在宅患者加算を受けている世帯、若しくは世帯主が傷病のため働けない者である世帯 
その他の世帯：上記以外の世帯 

  
被保護世帯 

総数 
高齢者世帯 母子世帯 

傷病・障害者
世帯 

その他の 
世帯 

世帯数 750,181 341,196 63,126 290,620     55,240 

 （構成割合(％)） ( 100 ) ( 45.5 ) ( 8.4 ) ( 38.7 )     ( 7.4 ) 

世帯保護率(‰) 16.5  43.9  106.1  9.3  

被保護世帯 
総数 

高齢者世帯 母子世帯 
傷病・障害者

世帯 
その他の 

世帯 

世帯数 1,405,281 603,540 108,794 465,540    227,407 

 （構成割合(％)） ( 100 ) ( 42.9 ) ( 7.7 ) ( 33.1 )   ( 16.2 ) 

世帯保護率(‰) 28.9  59.1  153.7  18.4  

◆10年前（平成12年度） 

◆現在（平成22年度） 

資料出所：福祉行政報告例 
     国民生活基礎調査 

世帯類型別の保護世帯数と世帯保護率の推移 

１０年前と比較すると、各世帯類型ごとにみた保護世帯数、世帯保護率ともに増加しているが、特に、稼働年齢層と考
えられる「その他の世帯」の割合が大きく増加している。 

４倍強の 
増加 
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                                        資料：生活保護費負担金事業実績報告 
※１ 施設事務費を除く 
※２ 平成22年度までは実績額、23年度は補正後予算額（前年度精算交付分除く）、24年度は当初予算額 
※３ 国と地方における負担割合については、国3/4、地方1/4 

（年度） 

 生活保護費負担金実績額（事業費ベース）は平成21年度に３兆円を突破し、さらに急伸する勢いである。全体

の約半分は医療扶助が占めている。 

医療扶助 

その他の扶助 

住宅扶助 

生活扶助 

介護扶助 

生活保護費負担金（事業費ベース）実績額の推移 

（億円） 
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１．自立・就労支援 
 ➢ 生活保護受給者等の就労・自立支援対策（トランポリン機能）の強化 
 ➢ 社会福祉法人やＮＰＯの協力を得て実施する高齢者等の自立生活支援の充実 
 ➢ 子どもの貧困対策の充実（「貧困の連鎖」の防止） 
 

２．医療扶助の適正化 
 ➢ 電子レセプトの効果的活用 
 ➢ 後発医薬品の使用促進など医療扶助の適正化対策の推進 
    

３．生活保護費の適正支給の確保 
➢ 資産調査に関する金融機関本店への一律照会 
   

４．実施機関の負担軽減 
 ➢ ケースワーク業務の見直し    

 生活保護制度に関する国と地方の協議等さまざまな場での議論を踏まえ、運用改善等により速やか
に実施可能な事項については早期に実行していく。 

重層的セーフティネットの構築・生活保護制度における主な取組について 

○ 貧困・格差対策の強化を図るため、重層的なセーフティネットを構築する。 
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○ 生活困窮者対策と生活保護制度の見直しについて、総合的に取り組むための生活支援戦
略（名称は今後検討）を策定する。 
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